
   
   
   

 

助 産 施 設  

   
   
   
   
   

指導検査基準（令和７年３月 15 日適用）   

   
   
   
   
   
   

 

 

葛飾区 子育て支援部 子育て施設支援課  

   
   
   



 

指導検査基準中の「評価区分」     
   

評価区分   指 導 形 態   

Ｃ   文書指摘   

福祉関係法令及び福祉関係通達等に違反する場合（軽微な違反の場

合を除く。）は、原則として、「文書指摘」とする。   
ただし、改善中の場合、特別な事情により改善が遅延している場合

等は、「口頭指導」とすることができる。   

Ｂ   口頭指導   

福祉関係法令以外の関係法令又はその他の通達等に違反する場合

は、原則として、「口頭指導」とする。   
ただし、管理運営上支障が大きいと認められる場合又は正当な理由

なく改善を怠っている場合は、「文書指摘」とする。   
   
なお、福祉関係法令及び福祉関係通達等に違反する場合であって

も、軽微な違反の場合に限り、「口頭指導」とすることができる。   

Ａ   助言指導   
法令及び通達等のいずれにも適合する場合は、水準向上のための 

「助言指導」を行うことができる。   
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[凡例 ]

No. 関　係　法　令　・　通　知 略　　称

1 「葛飾区児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例」（令和5年葛飾区条例第34号） 区条例

2 「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」（昭和23年厚生省令第63号） 省令

3 「児童福祉施設最低基準の一部改正について」（平成14年12月25日雇児発第 1225008号通知） 雇児発第 1225008号通知

4 「消防法」（昭和23年法律第186号） 消防法

5 「消防法施行令」（昭和36年政令第37号） 消防法施行令

6 「消防法施行規則」（昭和36年自治省令第6号） 消防法施行規則

7 「東京都震災対策条例」（平成12年東京都条例第202号） 東京都震災対策条例

8 「社会福祉施設における地震防災応急計画の作成について」（昭和55年1月16日社施第5号通知） 社施第5号通知

9 「東京都震災条例に基づく事業所防災計画に関する告示」（平成13年消防庁告示第2号） 消防庁告示第2号

10 「社会福祉施設における火災防止対策の強化について」（昭和48年4月13日社施第59号通知） 社施第59号通知

11 「労働基準法」（昭和22年法律第49号） 労働基準法

12 「社会福祉施設における飲用井戸及び受水槽の衛生確保について」（平成8年7月19日社援施第116号通知） 社援施第116号通知

13 「水道法」（昭和32年法律第177号） 水道法

14 「水道法施行規則」（昭和32年厚生省令第45号） 水道法施行規則

※ 以下の関係法令、通知を略称して次のように表記する。



No. 関　係　法　令　・　通　知 略　　称

15 「労働安全衛生法」（昭和47年法律第57号） 労働安全衛生法

16 「労働安全衛生規則」（昭和47年労働省令第32号） 労働安全衛生規則

17 「社会福祉法」（昭和26年法律第45号） 社会福祉法

18 「児童福祉法による助産施設の運営について」（昭和27年2月15日児発第54号） 児発第 54号通知

19 「社会福祉法施行規則」（昭和26年厚生省令第28号） 社会福祉法施行規則



項目 基本的な考え方 観点 関係法令等 評価事項 評価

1 児童福祉施設の一般原則
(1) 利用者の人権の擁護 1  児童福祉施設は、入所している者の人権に十分配慮すると

　ともに、一人一人の人格を尊重して、その運営を行わなけれ
  ばならない。

1 入所している者一人一人の人格を尊重
  した運営を行っているか。

(1) 区条例第3条（省令第5条） (1) 入所している者一人一人の人格を尊重した
　 運営を行っていない。

(2) 入所している者一人一人の人格を尊重した
　  運営が不十分である。

Ｃ

B

(2) 地域との連携等 1  児童福祉施設は、地域社会との交流及び連携を図り、児童
  の保護者及び地域社会に対し、当該児童福祉施設の運営の
  内容を適切に説明するよう努めなければならない。

1 地域社会との交流及び連携を図り、施
  設の運営の内容を適切に説明するよう
  努めているか。

(1) 区条例第3条（省令第5条第2
   項）

(1) 地域社会との交流及び連携を図り、施設の
    運営の内容を適切に説明するよう努めて
    いない。

B

(3) 児童福祉施設に関する評価 1  児童福祉施設は、その運営の内容について、自ら評価を行
  い、その結果を公表するよう努めなければならない。

1 運営の内容の自己評価を行い、その内
  容を公表するよう努めているか。

(1) 区条例第3条（省令第5条第3
　 項）

(1) 運営の内容の自己評価を行い、その内容を
    公表するよう努めていない。

Ｂ

(4) 建物設備の状況 1  児童福祉施設には、法に定めるそれぞれの施設の目的を
  達成するために必要な設備を設けなければならない。

1 法に定めるそれぞれの施設の目的を達
  成するために必要な設備を設けている
  か。

(1) 区条例第3条（省令第5条第4
　 項）

(1) 必要な設備を設けていない。

(2) 設備が不十分である。

Ｃ

B

(5) 建物設備の安全、衛生 1  児童福祉施設の構造設備は、採光、換気等入所している者
  の保健衛生及びこれらの者に対する危害防止に十分な考慮
  を払って設けられなければならない。
　　具体的には、施設の温度、湿度、換気、採光、音などの環
　境を常に適切な状態に保持するとともに、施設内外の設備
　及び用具等の衛生管理に努めること。
    そして、構造設備はもとより、施設の運営管理上からも、児
  童の安全確保が図られなければならない。

1 構造設備に危険な箇所はないか。 (1) 区条例第3条（省令第5条）
(2) 雇児発第1225008号通知第2

(1) 構造設備に危険な箇所がある。

(2) 備品が損傷して危険である。

(3) 危険物が放置されている。

(4) 構造設備その他にやや危険な箇所がある。

C

C

C

B

2 施設の温度、湿度、換気、採光、音など
  の環境は適切か。

(1) 区条例第3条（省令第5条） (1) 採光・換気等が悪い。 C

2 児童福祉施設と非常災害
(1) 管理体制（防火管理者） 　防火管理者は、防火対象物の位置、構造設備の状況並びに

その使用状況に応じ、おおむね次の事項について当該防火対
象物の管理について権限を有する者の指示を受けて消防計
画を作成することとされている。

1 防火管理者を選任し、届け出ているか。
 また、管理的あるいは監督的地位にある
 者を選任しているか。

(1) 消防法第8条
(2) 消防法施行令第3条
(3) 消防法施行規則第3条の2

(1) 選任（解任）・届出
　 施設においては、防火管理者を選任し、所轄の消防署に
　 遅滞なく届け出なければならない。
(2） 資格
 　消防法施行令に規定する資格が必要である。
(3) 業務
　 防火管理者は、防火管理上必要な業務を誠実に遂行す
 　るとともに、消防用設備等の点検及び整備、又は適切な
　 防火管理上の指示を与えなければならない。

2 防火管理者としての業務が適正に行わ
  れているか。

(1) 消防法施行令第3条の2 (1) 防火管理者としての業務が適正に行われて
　 いない。

B

 ＜業務内容＞
 ① 消防計画の作成
 ② 消防計画に基づく消火、通報及び避難訓練の実施
 ③ 消防の用に供する設備、消防用水又は消火活動上必要
 　 な施設の点検及び整備
 ④ 火気の使用又は取扱いに関する監督
 ⑤ 避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理
 ⑥ 収容人員の管理
 ⑦ その他防火管理上必要な業務

(1) 防火管理者を選任していない。

(2) 防火管理上必要な業務を適切に遂行するこ
 　とができる管理的又は監督的地位にある者を
 　選任していない。

(3) 防火管理者の届出をしていない。

B

B

B

1



項目 基本的な考え方 観点 関係法令等 評価事項 評価

(2) 防火対策 　児童福祉施設のカーテン、敷物等で可燃性のものについて
 は、防炎処理を施されたものを使用しなければならない。

1 カーテン、絨毯等は防炎性能を有している
  か。

(1) 区条例第3条（省令第32条第8
   項チ）
(2) 消防法第8条の3
(3) 消防法施行令第4条の3
(4) 消防法施行規則第4条の3

(1) カーテン、絨毯等は防炎性能を有していな
    い。

C

(3) 消防計画等 1 消防計画は、火災等非常災害時における利用者、職員の
 安全確保を図るために、その基本となる具体的計画であ
 り、消防法施行規則第3条に定める項目を満たして作成し、
 所轄の消防署に届け出る必要がある。
(1)消防計画の策定
 　非常災害時における児童の安全確保を図るためにその
 　基本となる具体的計画を策定しなければならない。なお、
 　消防計画の内容は、消防法令等に定める項目を満たす
　 こと。

1 消防計画を作成しているか。 (1) 区条例第3条（省令第6条）
(2) 消防法第8条
(3) 消防法施行令第3条の2
(4) 消防法施行規則第3条

(1) 消防計画を作成していない。

(2) 消防計画の内容に不備がある。

C

B

(2)消防署への届出
　 計画策定者は防火管理者であり、消防署に届け出なけれ
   ばならない。

2 消防計画を所轄消防署に届出しているか。 (1) 消防法施行令第3条の2 (1) 消防計画を届出していない。

(2) 変更の届出をしていない。

C

B

2 事業者は、都及び区が作成する地域防災計画を基準とし
 て、事業活動に関して震災を防止するための事業所単位
 の防災計画を作成しなければならない。
　 ・ 消防計画に、事業所防災計画に規定すべき事項を定め
　 　ること。

3 事業所防災計画を作成しているか。 (1) 事業所防災計画を作成していない。

(2) 事業所防災計画の内容に不備がある。

C

B

(4) 保安設備 1 児童福祉施設においては、消火器等の消火器具非常口そ
 の他非常災害に必要な設備を設け、これに対する日常的な
 点検を怠らないようにする。

1 消防用設備等の点検及び報告をしてい
  るか。

(1) 消防法第17条の3の3 (1) 消防用設備等の点検及び報告をしていな
    い。

B

2 防火管理者としての業務が適正に行わ
  れているか。

(1) 消防法施行令第3条の2第2項、
 　第4項
(2) 社施第59号通知6

(1) 消防用設備等の自主点検をしていない。 B

3 点検後の不良箇所を改善しているか。 (1) 社施第59号通知6 (1) 不良箇所の改善を行っていない。 B

4 避難器具を設置しているか。 (1)  区条例第3条（省令第6条）
(2) 消防法施行令第25条

(1) 避難器具を設置していない。 B

(1) 区条例第3条（省令第6条）
(2) 震災対策条例第10条
(3) 東京都帰宅困難者対策条例
　  第4条第4項
(4) 社施第5号通知
(5) 消防庁告示第2号

2



項目 基本的な考え方 観点 関係法令等 評価事項 評価

2 非常警報器具又は非常警報設備の設置
(1)区条例による設置
　3階以上の保育所
(2)消防法施行令による設置
　① 非常警報設備（非常ベル、自動式サイレン、放送設備）
　　収容人員50人以上の場合に設置
　　  ただし、自動火災報知設備を基準に従い設置してると
　　きは、当該設備の有効範囲内については、この限りでは
　　ない。
　② 非常警報器具（警鐘、手動式サイレン、その他）収容人
　　員20人以上50人未満のとき
　　  ただし、自動火災報知設備又は非常警報設備を基準に
　　従い設置しているときは、当該設備の有効範囲内につい
　　ては、この限りではない。

5 非常警報器具又は非常警報設備を設置し
  ているか。

(1) 区条例第3条（省令第32条）
(2) 消防法施行令第24条

(1) 非常警報器具又は非常警報設備が未設置
　 である。

(2) 整備が不十分である。

C

B

(5) 防災訓練等 1 避難・消火・通報訓練を法令・通達で定め
  られているとおり実施しているか。

(1) 区条例第3条（省令第6条第2
　 項）
(2) 消防法施行令第3条の2第2項

(1) 毎月避難及び消火訓練を実施していない。

(2) 実施方法が不適切である。

C

B

2 地震想定訓練を実施しているか。 (1) 社施第5号通知
(2) 社施第59号通知

(1) 地震想定訓練を実施していない。 B

2 実施状況の記録は、実地の反省及び今後の訓練等の貴
 重な資料となるので、訓練目標、災害種別、訓練方法及び
 その状況、所要時間、講評等について、できるだけ詳細に
 記録する必要がある。
　 訓練方法については実効ある訓練を確保する見地から、
 災害発生の想定時間、発生場所等が十分に検討されたも
 のであるかどうか確認し、訓練そのものが惰性的なものに
 ならないようにする。

3 訓練結果の記録を整備しているか。 (1) 消防法施行規則第4条の2の
　 4第2項
(2) 火災予防条例（昭和37年東京
　 都条例第65号）第55条の4第2項

(1) 訓練記録が整備されていない。

(2) 訓練記録が不十分である。

B

B

C

1 非常災害に平静かつ迅速に対応するには、平素からの訓
 練が大切である。児童福祉施設は避難及び消火に対する
 訓練を、月1回以上実施しなければならない。
・避難及び消火訓練を毎月1回以上実施すること（図上訓
　練は含まない）。
・消防計画に沿った訓練が定期的に行われること。
・訓練を実施するときは、あらかじめ、消防機関に通知し
  ておくこと。
・原則として、訓練は全職員が参加して実施すること。
・避難訓練については、地域の関係機関や保護者との連
  携の下に行うなど工夫すること。
・訓練結果については、毎回記録し次回訓練等の参考に
  すること。
  なお、防災訓練については、少なくとも年1回は引渡し訓
 練を含んだものを行うよう努めること。この場合、降園時間
 などを活用して保護者の負担をできるかぎり少なくするよう
 配慮すること。
　 また、災害発生時に、保護者等への連絡及び子どもの引
 渡しを円滑に行うため、日頃から保護者との連携に努める
 とともに、連絡体制や引渡方法等について確認しておくこ
 と。

3  自動車を運行する場合の所在
  の確認

　児童福祉施設は、児童の施設外での活動、取組等のため
の移動その他の児童の移動のために自動車を運行するとき
は、児童の乗車及び降車の際に、点呼その他の児童の所在
を確実に把握することができる方法により、児童の所在を確
認しなければならない。

1 児童の乗車及び降車の際の所在確認を
　行っているか。

(1) 区条例第3条（省令第6条の4） (1) 児童の乗車及び降車の際の所在確認を
　 行っていない。
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項目 基本的な考え方 観点 関係法令等 評価事項 評価

4 児童福祉施設における職員の
  一般的要件

1 児童福祉施設に入所している者の保護に従事する職員
  は、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫理観を備え、児
  童福祉事業に熱意のある者であつて、できる限り児童福
  祉事業の理論及び実際について訓練を受けた者でなけ
  ればならない。

1 一般的要件を備えているか。 (1) 区条例第3条（省令第7条） (1) 一般的要件を備えていない。

(2) 不十分である。

C

B

5  児童福祉施設の職員の知識
　及び技能の向上等

1 児童福祉施設の職員は、常に自己研鑽に励み、法に定め
  るそれぞれの施設の目的を達成するために必要な知識及
  び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。
2 児童福祉施設は、職員に対し、その資質の向上のための
  研修の機会を確保しなければならない。

1 知識及び技能の向上等に努めている
  か。

1 研修の機会を確保しているか。

(1) 区条例第3条（省令第7条の2） (1) 知識及び技能の向上等に努めていない。

(1) 研修を実施していない。

B

B

2 研修計画を適切に立てているか。

3 研修の成果を活用しているか。

(1) 研修計画が適切に立てられていない。

(1) 研修の成果を活用していない。

B

B

6 入所した者を平等に取り扱う原
　則

1  児童福祉施設においては、入所している者の国籍、信
  条、社会的身分又は入所に要する費用を負担するか否か
  によって、差別的取扱いをしてはならない。

1  国籍、社会的身分等により差別的な扱
  いをしていないか。

(1) 区条例第3条（省令第9条）
(2) 労働基準法第3条

(1) 国籍、社会的身分等により差別的扱いをして
　 いる。

C

7 虐待等の禁止 1 児童福祉施設の職員は、入所中の児童に対し、児童福
　祉法第33条の10各号に掲げる行為その他当該児童の
　心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。

1  職員が子どもの心身に有害な影響を
   与える行為をしていないか。

(1) 区条例第3条（省令第9条の2） (1)  職員が子どもの心身に有害な影響を与える
    行為をしている。

C

8 業務継続計画の策定等 B1 業務継続計画に従い必要な措置を講じ
  るよう努めているか。

(1) 区条例第3条（省令第9条の3第2
　　項 ）

(1) 業務継続計画に従い必要な措置を講じるよ
　 う努めていない。

 ・ 職場における研修の充実を図ること。
 ・ 外部研修への参加機会が確保されるよう努めること。
 ・ 職位や職務内容等を踏まえた体系的な研修計画を作成
   すること。
 ・ 研修終了後、報告をさせ、研修内容を他の職員と共有す
   ることにより、 保育所全体としての保育実践の質及び専
   門性の向上につなげること。
 ・ 研修の受講は特定の職員に偏ることなく行われるよう、配
   慮すること。
 ・ 職員の研修に関する要望を聴取し、計画に反映させるこ
   と。
 ・ 研修効果を把握し、今後の研修計画に反映させること。

1　児童福祉施設は、感染症や非常災害の発生時におい
   て、 利用者に対する支援の提供を継続的に行い、及び非
   常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下
  「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に
  従い必要な措置を講じるよう努めなければならない。
2  児童福祉施設は、職員に対し、業務継続計画について周
   知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施す
   るよう努めなければならない。
3  児童福祉施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行
   い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努める
   ものとする。

＜参考＞
　令和4年12月23日付厚生労働省事務連絡「児童福祉施設
等における業務継続計画等について」
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項目 基本的な考え方 観点 関係法令等 評価事項 評価

9 衛生管理等 1 児童福祉施設に入所している者の使用する設備、食器等又
  は飲用に供する水については、衛生的な管理に努め、又は衛
  生上必要な措置を講じなければならない。

1 衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な
　措置を講じているか。

(1) 社援施第116号通知
(2) 水道法第20条
(3) 水道法施行規則第15条

(1) 衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な
　措置を講じていない。

C

3 児童福祉施設には、必要な医薬品その他の医薬品を備える
  とともに、それらの管理を適正に行わなければならない。

1 必要な医薬品等が備えられ、適正に管理
 されているか。

(1) 区条例第3条（省令第10条第5
   項）

(1) 必要な医薬品等の整備・管理が不十分であ
    る。

B

10 入所した者及び職員の健康診
　 断

 (1) 健康診断が未実施である。 C

(2) 健康診断の未受診者がいる。

(3) 健康診断の実施方法が不適切である。

B

B

11 児童福祉施設内部の規程  児童福祉施設（保育所を除く。）においては、次に掲げる事項
のうち必要な事項につき規程を設けなければならない。
　・入所する者の援助に関する事項
　・その他施設の管理についての重要事項

1 規程に必要な事項を定めているか。 (1) 区条例第3条（省令第13条第2
　 項）

(1) 規程に必要な事項を定めていない。

(2) 規程で定めているが、内容が不十分である。

C

B

12 児童福祉施設に備える帳簿  児童福祉施設には、職員、財産、収支及び入所している者の
処遇の状況を明らかにする帳簿を整備しておかなければなら
ない。

1 職員、財産、収支及び入所している者の処
  遇の状況を明らかにする帳簿を整備してい
  るか。

(1) 区条例第3条（省令第14条第1
　 項）

(1)  帳簿が整備、保管されていない。

(2)  帳簿の整備、保管が不十分である。

C

B

(1) 区条例第3条（省令第12条）
(2) 労働安全衛生法第66条、第66
　 条の10
(3) 労働安全衛生規則第43条～
　 第45条、第52条の9～21
(4) 感染症の予防及び感染症の
　 患者に対する医療に関する法
　 律（平成10年法律第114号）第
　 53条の2
(5) 感染症の予防及び感染症の
　 患者に対する医療に関する法
　 律施行規則（平成10年厚生省
　 令第99号）第27条の2
(6) 平成31年1月30日基発0130第
　 1号「短時間労働者及び有期雇
　 用労働者の雇用管理の改善等
　 に関する法律の施行について」
　 11(4)ト
(7) 平成25年6月18日基発0618第
　 4号「職場における腰痛予防対
　 策の推進について」

2 児童福祉施設は、当該児童福祉施設において感染症又は食
  中毒が発生し、又はまん延しないように、職員に対し、感染症
  及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感
  染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施
  するよう努めなければならない。

 児童福祉施設の長は、入所した者に対し、入所時の健康診
断、少なくとも1年に2回の定期健康診断及び臨時の健康診断
を、学校保健安全法（昭和33年法律第56号）に規定する健康診
断に準じて行わなければならない。
 
 児童福祉施設の長は、前項の規定にかかわらず、次の表の上
欄に掲げる健康診断が行われた場合であつて、当該健康診断
がそれぞれ同表の下欄に掲げる健康診断の全部又は一部に
相当すると認められるときは、同欄に掲げる健康診断の全部又
は一部を行わないことができる。この場合において、児童福祉
施設の長は、それぞれ同表の上欄に掲げる健康診断の結果を
把握しなければならない。

　児童相談所等における児童の　　入所した児童に対する
　入所前の健康診断　　　　　　　　　入所時の健康診断

　児童が通学する学校における　　 定期の健康診断又は
　健康診断  　　　　　　　　　　　　　　  臨時の健康診断

　前項の健康診断をした医師は、その結果必要な事項を母子
健康手帳又は入所した者の健康を記録する表に記入するとと
もに、必要に応じ入所の措置又は助産の実施、母子保護の実
施若しくは保育の提供若しくは児童福祉法第24条第5項若しく
は第6項の規定による措置を解除又は停止する等必要な手続
をとることを、児童福祉施設の長に勧告しなければならない。
 児童福祉施設の職員の健康診断に当たつては、特に入所して
いる者の食事を調理する者につき、綿密な注意を払わなけれ
ばならない。
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項目 基本的な考え方 観点 関係法令等 評価事項 評価

13 秘密保持等 　児童福祉施設の職員は、正当な理由なく、業務上知り得た
利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。
　児童福祉施設は、職員であった者が秘密を漏らすことがな
いよう、必要な措置を講じなければならない。
 ＜必要な措置（例）＞
 　・ 規程等の整備
 　・ 雇用時の取決め 等

1 施設は秘密を漏らすことがないよう必要な
  措置を講じているか。

(1) 区条例第3条（省令第14条の2） (1) 必要な措置を講じていない。

(2) 必要な措置が不十分である

C

B

14 苦情への対応 1 児童福祉施設は、その行った援助に関する入所している
　者又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応
　するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等
　の必要な措置を講じなければならない。

1 苦情を受け付けるための窓口を設置する
　など苦情解決の適切に対応しているか。

(1) 社会福祉法第82条
(2) 区条例第3条（省令第14条の3）

(1) 苦情解決の仕組みを整備していない。

(2) 苦情解決責任者・受付担当者を設置してい
　 ない。

(3) 対応が不十分である。

C

C

B

2 児童福祉施設は、その行った援助に関し、助産の実施等
  による措置に係る葛飾区から指導又は助言を受けた場合
  は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけれ
  ばならない。

1 葛飾区から指導又は助言を受けた場合に
  当該指導又は助言に従って必要な改善を
　行っているか。

(1) 社会福祉法第82条
(2) 区条例第3条（省令第14条の3
   第4項）

(1) 当該指導又は助言に従って必要な改善を
　 行っていない。

(2) 当該指導又は助言に従って必要な改善を
　 行っているが、不十分である。

C

B

3 児童福祉施設は、社会福祉法第83条に規定する運営適
  正化委員会が行う同法第85条第１項の規定による調査に
  できる限り協力しなければならない。

1 運営適正化委員会の調査等に適切に対応
  しているか。

(1) 社会福祉法第83～85条
(2) 区条例第3条（省令第14条の3
   第4項）

(1) 適切に対応していない。 C

15 入所させる妊婦等  助産施設には、児童福祉法第22条第1項に規定する妊産
婦を入所させて、なお余裕のあるときは、その他の妊産婦を
入所させることができる。

1 収容人数を超えて妊産婦を受け入れてい
　ないか。

(1) 児発第54号通知 (1) 収容人数を超えて妊産婦を受け入れてい
　 る。

C

16 電磁的記録  児童福祉施設及びその職員は、記録、作成その他これらに
類するもののうち、この府令の規定において書面（書面、書
類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形
等人の知覚によって認識することができる情報が記載され
た紙その他の有体物をいう。）で行うことが規定されている
又は想定されるものについては、書面に代えて、当該書面
に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知
覚によっては認識することができない方式で作られる記録で
あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものを
いう。）により行うことができる。

1 書面により行うこととされている記録、作成
　等について、府令で規定されていないもの
　を電磁的記録により行っていないか。

(1) 社会福祉法施行規則第2条の
　  2～5

(1) 書面により行うこととされている記録、作成
 　等について、府令で規定されていないものを
　 電磁的記録により行っている。

B
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